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Ⅰ．貸借対照表（2026年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金額 科 目 金額 

資産の部  負債の部  

流動資産 9,801 流動負債 6,120 

現金及び預金 1,378 預り金 5,556 

預託金 5,902 顧客からの預り金 5,495 

顧客分別金信託 5,902 その他の預り金 61 

トレーディング商品  348 前受金 0 

商品有価証券等 348 未払金 199 

立替金 0 未払費用 111 

前払金 4 未払法人税等 183 

前払費用 6 賞与引当金 69 

短期貸付金 1,800 その他の流動負債 0 

未収入金 0   

未収収益 360   

その他の流動資産 0   

固定資産 748   

有形固定資産 19   

建物 6   

器具備品 12 負債合計 6,120 

無形固定資産 55 純資産の部  

ソフトウェア 19 株主資本 4,428 

ソフトウェア仮勘定 35 資本金 1,700 

投資その他の資産 673 資本剰余金 1,341 

投資有価証券 0 資本準備金  1,341 

長期前払費用 1 利益剰余金 1,387 

繰延税金資産 47 その他利益剰余金 1,387 

関係会社株式 565     繰越利益剰余金 1,387 

その他 58 純資産合計 4,428 

資産合計 10,549 負債・純資産合計 10,549 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております 
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Ⅱ．損益計算書（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日） 

            （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

科 目 金額 

営業収益 3,026 

受入手数料 3,006 

トレーディング損益 △0 

金融収益 20 

純営業収益 3,026 

販売費・一般管理費 2,368 

取引関係費 1,028 

人件費 910 

不動産関係費 91 

 事務費 47 

 減価償却費 14 

 租税公課 45 

 その他 230 

営業利益 658 

営業外収益 17 

経常利益 675 

税引前当期純利益 675 

法人税、住民税及び事業税 186 

法人税等調整額 △11 

当期純利益 500 
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Ⅲ．株主資本等変動計算書（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日）    （単位：百万円）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

純資産 

合計 
資本準備金 

資本剰余金 

合計 

その他利益 

剰余金 
利益剰余

金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,700 1,341 1,341 886 886 3,928 3,928 

当期変動額        

当期純利益    500 500 500 500 

当期変動額合計 - - - 500 500 500 500 

当期末残高 1,700 1,341 1,341 1,387 1,387 4,428 4,428 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅳ．個別注記表 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

●有価証券の評価基準及び評価方法 

イ トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券） 

時価法を採用しております。 

ロ トレーディング商品に属さない有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

●固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

建物、器具・備品については定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下の通りです。 

建物      10～15年 

器具・備品   3～20年 

また、取得価額10万円以上20万円未満の資産のうち、重要性の乏しいものは一括償却資産として3年間

で均等償却する方法を採用しております。   

ロ 無形固定資産 

ソフトウェアについては定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下の通りです。 

ソフトウェア  5年 

 

●引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、賞与支給見込み額の内、当事業年度に負担すべき

額を計上しております。 

 

●収益及び費用の計上基準 

受入手数料 

アセットマネジメント業務委託契約に基づき、以下のアップフロント報酬、期中運用報酬、ディスポ

ジション報酬及び成功報酬を収受しております。 

イ アップフロント報酬 

ファンドの組成に伴い取得する対象資産の取得価額に一定の割合を乗じた金額を、当該資産の取得完

了時点で収益として認識しております。 

ロ 期中運用報酬 

ファンドの運用に伴い保有する対象資産の取得価額の合計額に一定の割合を乗じた金額を、運用期間

にわたり収益として認識しております。 

ハ ディスポジション報酬 

ファンドの清算に伴い売却する対象資産の売却価額に一定の割合を乗じた金額を、当該資産の売却完

了時点で収益として認識しております。 

ニ 成功報酬 

ファンドの清算に伴い売却する対象資産について、ディスポジション報酬と区別して、一定の条件を

満たした場合に収受する成功報酬を、当該資産の売却完了時点で収益として認識しております。 

 

受益権引受契約に基づき、以下の引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料及び募集・

売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料を収受しております。 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料については、条件決定日等、引受業務の完了

時点で収益として認識しております。 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料については、募集等申込日等、募集・売出

し業務の完了時点で収益として認識しております。 
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●その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2. 会計上の見積りに関する注記 

該当事項はありません。 

 

3. 貸借対照表に関する注記 

●有形固定資産の減価償却累計額 21百万円 

●関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,800百万円 

短期金銭債務   22百万円 

 

4. 損益計算書に関する注記 

●関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

関係会社への営業費用 245百万円 

 

営業取引以外の取引による取引高 

関係会社からの営業取引以外の収益 2百万円 

 

5. 株主資本等変動計算書に関する注記 

●当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数  

普通株式  9,216株 

●当事業年度末における自己株式の総数 

該当事項はありません。 

 

6. 税効果会計に関する注記 

●繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 21 百万円 

  未払事業税  13 〃 

 その他 11 〃 

繰延税金資産小計   47 〃 

 評価性引当額 - - 

繰延税金資産合計 47 〃 

繰延税金負債合計 - - 

繰延税金資産の純額 47 〃 

  

7. 金融商品に関する注記 

●金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社の保有する金融商品は顧客へ販売することを目的としており、投機目的のための運用は行わない方

針であります。 

資金運用については安全性に配意し、有利な運用に努めることとしております。運用にあたっては、原

則、元本保証・確定利回りの金融商品で行うとともに、取引先金融機関等の信用リスク管理を徹底するこ

ととしております。 

資金調達については安定的かつ最も低コストな資金調達手段の確保に努めるとともに、機動的・弾力的

な資金調達を行うこととしております。 

 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

当社の保有する主な金融商品は受益証券発行信託の受益証券であり、受益証券発行信託の信託財産によ

る価格変動リスクに晒されております。 
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当社は、社内規程に基づき金融商品に係るリスク管理を行っており、保有状況及びリスク状況について

定量的な把握を行っております。また、その内容について定期的に取締役会へ報告しております。 

なお、受益証券発行信託の受益証券については、顧客への販売を目的として保有しております。 

 
 

●金融商品の時価等に関する事項 

2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び重要性の乏しいものは、次表には含めておりません（（注1）をご参照くださ

い）。「現金・預金」、「預託金」、「短期貸付金」、「未収収益」、「未払金」、「預り金」、「未払法

人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似するものであることから、注記を省略

しております。 

                                   （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

トレーディング商品    

商品有価証券等 348 348 － 

資産計 348 348 － 

（注１）市場価格がない株式等 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券 0 

関係会社株式 565 

合計 566 

 

●金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。 

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価 

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

トレーディング商品     

商品有価証券等 －   348 －      348 

資産計 －  348 －  348 

 

注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

商品有価証券等 

受益証券発行信託の受益証券の時価は一口当たりの基準価額を基礎として算定しております。基準価額

は、受益証券発行信託の純資産額に不動産鑑定士による鑑定評価額等を調整した金額として算定しておりま

す。当該金額は、観察できないインプットを用いた価格であってもその影響が重要でないことから、レベル

２の時価に分類しております。 
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8. 関連当事者との取引に関する注記 

●親会社及び子会社等 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又は

出資金 (百

万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等 

の所有  

割合(％) 

関連当事者

との関係 

取引の内

容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円) 

親会社 
三井物産

株式会社 

東京都 

中央区 
- 総合商社 

被所有 

52.8 

経営管理、

資金の貸付 

資金の貸

付 
3,000 

短期貸付

金 
1,800 

（注）取引条件は、市場実勢等を勘案して決定しております。 

 

●兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

 

●役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

9. 1株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額 480,558.8円 

1株当たり当期純利益金額 54,330.0円 

 

10. 収益認識に関する注記 

●顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：百万円） 

区分 当事業年度 

 引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料 

238 

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料 

581 

その他の受入手数料 2,187 

顧客との契約から生じる収益 3,006 

トレーディング損益 △0 

金融収益 20 

その他の源泉から生じた収益 20 

営業収益 3,026 

 

●顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 個別注記表 1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 収益及び費用の計上基準に記載のとおりであり

ます。 

 

11. 重要な後発事象 

該当事項はございません。 


